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Ⅰ 本稿の課題

周知のごとくアメリカでは，19世紀末から20

世紀初頭にかけて主要産業に独占的巨大企業が

登場し，20世紀は巨大企業の時代となった。こ

の巨大企業の時代は，巨大組織の時代であると

同時に，他方ではその組織の一員として働くホ

ワイトカラー労働者が著しく増大する時代でも

あった。つまり労働者範疇としては，従来から

の主要な範疇である現場労働者としてのブルー

カラー労働者に加えて，事務労働者や営業労働

者および技術労働者などからなるホワイトカ

ラー労働者の一群が新たな労働者範疇として登

場することになった。当然のことながら企業経

営は，従来からのブルーカラー労働者の管理問

題に加えてそれとはかなり異質な側面をもつホ

ワイトカラー労働者の管理問題に直面すること

になった。

本稿は，近代的企業経営を先駆的に確立した

デュポン社 においてホワイトカラー労働者

管理の中枢に位置するサラリー・コントロー

ル・スキーム（Salary Control Scheme）がい

かに形成されたかを検討するものでる。一般的

にはアメリカ大企業における人事部の確立は

1920年代と考えられており ，ホワイトカラー

労働者の管理体制確立も同時期と考えられる。

しかしその形成過程については必ずしも明瞭に

分析されているわけではない 。したがって本

稿で明らかにされる事実は，アメリカ大企業に

おける人事部の形成・確立過程を具体的に照射

するものとなるであろう。

ところで以下の検討においては，ブルーカ

ラー労働者およびホワイトカラー労働者という

用語に代えて賃金従業員と俸給従業員という用

語を用いる。というのはデュポン社では前者を

「賃金台帳に記載された従業員」（employee on
 

the payroll）と呼び，後者を「俸給台帳に記載

された従業員」（employee on the salary roll）

と呼んでおり，できるだけ当時のニュアンスを

崩さずに伝えたいと思うからである。

Ⅱ 第１次大戦前におけるサラリー管理

の状況

第１次大戦前のデュポン社においては，俸給

従業員のサラリー管理体制はほとんど整備され
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ていなかった。つまりサラリーに関する規定と

しては，サラリーの決定権者とその権限の範囲

を大まかに定めた経営委員会決定があるだけで

あった。1908年と1911年の経営委員会決定に

ついてこの点を見ておくと次のようであった。

1908年の経営委員会決定においてはサラ

リーの決定権者とその権限の範囲が次のように

規定されていた 。

「①いかなる部門においても，サラリー月額

が100ドル以上となる従業員を新たに雇用する

場合，または既存従業員のサラリーを引き上げ

てその月額が100ドルを越えるようになる場合

には，事前に社長もしくは財務委員会の承認を

得なければならない。つまりそのような場合に

は，新しく雇用される者やサラリー増となる者

のサラリー・カードは，彼らを雇用する部門の

部門長の署名を得た上で，社長もしくは財務委

員会の承認を得なければならない。②サラリー

の月額が100ドル未満の従業員の新規雇用やサ

ラリー増については，社長もしくは財務委員会

の承認は不要である。またその場合には，各部

門長は100ドル以下のサラリー・カードの署名

権を当該部門の部下に委譲することができる。」

1911年の経営委員会決定においても，次のよ

うに権限の委譲が多少進展したとはいえ，基本

的な枠組みに変化はなかった 。

「①現業部門の部門長には，月額100ドルま

でのサラリーの承認権を認める。②ゼネラル・

マネジャーには，現業部門の月額100ドルから

400ドルまでのサラリーの承認権を認める。③

現業部門のサラリーで社長の承認を必要とする

のは，月額400ドルを越えるサラリーだけとす

る。」

このように第１次大戦前のデュポン社におい

ては，サラリーに関する規定としてはサラリー

の決定権者とその権限の範囲を大まかに定めた

経営委員会決定があるだけであり，部門ごとの

サラリー総額をいかに管理するかという問題

や，サラリー体系をいかなるものとするかとい

う問題については未だ手がつけられていなかっ

た。したがってその管理への模索も以下にみる

ように素朴な展開をたどっている。

Ⅲ サラリー管理への模索：第１段階

サラリー総額の管理について最初に問題提起

し た の は 社 長 の コール マ ン・デュポ ン

（Coleman du Pont）であった。彼がこの問題

に目を向けるようになった切っ掛けは，1907年

秋以降の急激な景気後退とそれに伴って生じた

売上高の減少であった。アニュアル・リポート

によってその変化を確認すると，それまで毎年

100～200万ドルの増加を重ねて1907年には3,

166万ドルになっていたデュポン社の売上高

は，1908年には2,803万ドルへと急減してい

る。かなり大きな変化であったといわねばなら

ない。ところがそのような状況下にあっても

コールマンのもとには各部門長から部下のサラ

リーの引き上げを求める声が寄せられていた。

このような事態に直面したコールマンは1908

年２月に，まず自分のサラリーを３分の１だけ

減額するようにイレネー・デュポン（Irenee du
 

Pont）に指示し ，次に各部門長にそれぞれの部

門の1906年10月と1907年10月のサラリー総

額の比較表を送付し，各部門におけるサラリー

の節減を検討するよう要請した 。

このようにデュポン社のサラリー管理問題は

1907年恐慌に触発される形で素朴に登場した

のであるが，その後に展開されたサラリー管理

に関する社内論議は，従業員の勤労意欲と昇

進・昇給の問題，昇進・昇給と職務体系の問題，

労働市場における他社のサラリーとの比較の問

題など，サラリー管理にかかわる基本的な問題

を次々に明るみに引き出してくることになっ

た。したがってこの問題の解決には長期間の議

論を要することとなり，俸給従業員の職務とサ
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ラリーの体系を確立する形で一応の解決が得ら

れたのは1914年になってからであった。以下で

はこの長期にわたった議論の概要を追うことに

する。

コールマンはその後も３度にわたってサラ

リー総額の比較表を各部門長に送り，その分析

を求めている。第２回目（1908年９月に送付）

は1907年７月と1908年７月の比較，第３回目

（1910年11月に送付）は1909年７月と1910

年７月の比較，第４回目（1911年３月に送付）

は1910年２月と1911年２月の比較であっ

た 。そして第２回目と第３回目の中間に当た

る1909年９月には，ニューヨークの会計事務

所・The Audit Company of New Yorkを使っ

て，1909年８月31日で終了する１年間のサラ

リー勘定を監査している 。

まずこのサラリー監査について述べておこ

う。監査のチェックポイントは，サラリーの承

認と支払が経営委員会決定に即しているか否か

に置かれていた。したがって実際の監査は，①

サラリー・カードに記載されたサラリー額の承

認に必要な署名の確認，②実際のサラリーの支

払い額がサラリー・カードに記載された額と一

致しているか否かの吟味，の２点を中心に行わ

れた。監査の結果，ごく少数の従業員カードに

サラリーの引き上げを認める署名の欠落が見出

されたものの，それらを除けば，サラリーの承

認と支払いは基本的にルールにしたがって行わ

れており，経営委員会の決定は基本的に遵守さ

れていることが明らかにされた。つまりサラ

リー監査によって明らかになったことは，サラ

リー増大の原因はルールからの逸脱にあるので

はないこと，したがって問題があるとすれば現

行のルールそのものに問題があるということで

あった 。

サラリー増大の原因がルールからの逸脱にあ

るのではないということは，各部門長が行った

サラリー総額の比較分析にも表れていた。各部

門長は，送られてきた自部門のサラリー総額比

較表について増加原因を分析し，結果をコール

マンに報告している。報告書に示された増加原

因の多くは，事業活動に伴って必要となった人

員増によるものや，個々の部下の状況に応じた

必要なサラリーの引き上げによるものであっ

た 。したがって各部門のサラリー総額の比較

分析からは，コールマンが望むようなサラリー

の削減は生じなかった。

このような状況に業を煮やしたコールマン

は，まず第１の施策として1912年１月から各部

門長のサラリーの減額を実施した 。さらに彼

は，1912年８月に第２の施策として各部門のサ

ラリー総額を事業量に合わせて削減する（たと

えば販売部の場合は，1909年の１人当たりの売

上高を基準にして現在の売り上げ高に見合った

必要人員を算定し，それをサラリー削減の基準

とする）ことを提案した 。前者の部門長のサ

ラリー減額措置は，経営委員会で事前の了承を

得た上でさらに部門長全員から個別の同意を得

て実施されたが，後者の各部門のサラリー総額

を事業量に合わせて削減する案は，財務担当副

社長のピエール・デュポン（Pierre du Pont）

を始めとする他の幹部からの反対に直面し，実

施されるに至らなかった。ピエールは，コール

マンの提案を次のように批判していた 。「サ

ラリーの増大が会社収益を圧迫していることは

十分に承知しているが，今回の提案（各部門の

サラリー総額を事業量に合わせて削減する案：

森川）は間違っていると思う。……（略）……

諸部門の構成に変化があったし，賃金従業員か

ら俸給従業員への身分の変更，またその逆の変

更，新規補助部門の追加など様々な変化が生じ

ているのだから，異なる年度間の単純な総額比

較から今回の提案を正当化することはできな

い。事態のもっと詳細な分析が必要である。」

ピエールの批判は，比較分析に伴う基本的な

問題を指摘していたといわねばならない。
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Ⅳ サラリー管理への模索：第２段階

このような議論の膠着状態に一石を投じるこ

とになったのは，独占禁止法訴訟における最高

裁判決（1912年６月）であった。独占企業とし

てのデュポン社を３分割するように命じた同判

決により，1913年１月１日よりハーキュリーズ

社とアトラス社がデュポン社から分離独立する

ことになった。その結果，1913年のデュポン社

の売上高は2,668万ドルとなり ，1908年の水

準をさらに割り込むことになった。ところが

デュポン社のサラリー総額は1908年のサラ

リー総額をはるかに上回る水準にとどまってお

り，誰の目にもその削減の必要性が明らかと

なった。したがってサラリー管理の議論は，こ

の会社分割以降新たな段階に入った観があり，

一段と真剣味を増すことになった。

この第２段階の議論においても口火を切った

のはコールマンであった。コールマンは1914年

１月に，サラリー・コントロール・スキームを

提案している。このスキームの基本的な考え方

は，従来から彼が主張していた通りのもので，

サラリー総額を会社の事業量に合わせて増減さ

せるというものであった 。このコールマンの

提案に根本的な批判を加えたのは，J・A・ハス

ケル（J.A. Haskell）副社長 であった。会

社の売上高の変化に応じてサラリーを増減させ

るという考え方に批判的であった彼は，コール

マンにかなり長文の意見書を提出している。そ

の要点を抜粋すれば次のようであった 。

「私は，職位に対して定められるサラリー（the
 

salary fixed for any position）はなされる仕

事に対する公正な報酬（fair pay for the work
 

done）であるべきだと固く信じています。つま

り類似した仕事に対しては，類似した状況にあ

る他の企業によって同じような報酬が与えられ

ていると考えています。・・・（略）・・・したがっ

て我々は，当社の従業員が社外で類似した職務

（job）に対して要求するであろうと思われる報

酬が，サラリーの格付けにおいてその職位に対

して定められる最高額である，と考えてよいよ

うに思います。……（略）……そのようなサラ

リーの格付け表（the salary scale）が一度確立

されれば，サラリーの効率性を維持し，その切

り詰めを行うことも可能となると思います。

……（略）……つまり「会社は，然るべきサラ

リー額をちゃんと支払っている」と我々が確信

できるのであれば，激しい景気後退の折に，全

員のサラリーを一律10％削減するということ

も可能となるでしょう。もちろんその場合には，

事業量が回復すればすみやかにサラリーも回復

する（要求しなくても自動的に回復する）とい

う相互理解が前提となります。

要するに私は，なされる仕事に対して公正な

サラリーが支払われるようになるスキームが採

用されることが重要だと考えています。……

（略）……貴方が提案されているような事業量

に比例してサラリーを自動的に増減させるとい

う制度の下では，能力がありながら評価の恩恵

に浴していない従業員の問題（つまり「自分は

正当に評価されていない」と感じている従業員

の問題：森川）を解決できないと思います。そ

してそのような従業員は，職を辞して他の会社

に職を求めることになると思います。」

この意見書から分かるようにハスケルは，今

日の職務給と同様の考え方をしており，サラ

リーを職務遂行に対する報酬と考え，さらにサ

ラリーの体系を職務の体系に基づくものとして

考えていた。しかも彼は，類似した職務に対す

る報酬は他の企業においてもほぼ同じ水準にあ

ること，つまり類似した職務に対する報酬は労

働市場における競争を通じて社会的にほぼ同じ

水準に定まりつつあること，を認識していた。

そして彼は，このような観点から，自己の職務

を正当に評価されていない従業員の不満は売上

高の変動に合わせてサラリーを増減させること

38 第３巻 第３号



によっては解決されないこと，また職務体系と

その正当な評価が確立しておれば，従業員は緊

急避難の一時的なサラリーの引き下げにも応じ

るものであること，を主張していたのである。

このハスケルの意見書を目にしたコールマン

は，サラリー問題に関するハスケルの見識を高

く評価し，以後はサラリー・コントロール・ス

キームの完成をハスケルに委ね，自分はハスケ

ルの活動をサポートする側に回った。つまり

コールマンは，一方ではニューヨークのコンサ

ルタント会社に問い合わせて大企業のサラリー

管理に関する情報を集めるとともに，他方では

他の大企業経営者に手紙を書き，デュポン社で

サラリー管理問題に取り組んでいるハスケル副

社長の調査訪問を受け入れてくれるよう依頼し

ている。このようなコールマンのサポートも得

てハスケルは，1914年５月にサラリー・コント

ロール・スキームの原案を作成している。

このハスケルの原案がいかなるものであった

かは後述するが，その前にコンサルタント会社

および他の大企業の反応について触れておこ

う。というのはそれらを通じて当時の大企業に

おけるサラリー管理の状況を垣間見ることがで

きるからである。

Ⅴ 同時代の他の大企業の状況

まずコンサルタント会社の反応について述べ

ておこう。ニューヨークの経営コンサルタント

であるパーキンス（George W.Perkins）に出

したコールマンの手紙の文面は次のようなもの

であった 。

「私は，サラリーをコントロールする制度

（plan for regulating salaries）を是非とも確

立したいと思っています。それで幅広い経験を

お持ちの貴殿であればご存じではないかと思っ

てお尋ねします。かなりの大規模企業で，従業

員の昇進をコントロールする（governing）シス

テムをもっている会社をご存じないでしょう

か。もしご存じでしたら，当社の副社長か筆者

を，そのようなシステムをもっている会社の経

営者に紹介していただけないでしょうか。」

このコールマンの手紙に対してパーキンスは

次のように回答してきた 。

「私は，サラリーのコントロールに役立つよ

うなものとしては１つしか知りません。それは

年金制度（a pension plan）です。貴社がその

ような制度をまだ導入されていないようでした

ら，私は，今すぐその導入に取りかかられるこ

とを強くお勧めします。今日，適切な年金制度

は，使用者と従業員の間にあるたいていの病に

効く万能薬的な存在となっています。」

このパーキンスの回答は，コールマンには全

く不満足なものだったと思われる。というのは，

デュポン社は早くから福利厚生制度の充実に努

めてきており，年金制度も他社に比べて遜色の

ないものとなっていたからである。しかしここ

で注目されるのは，大企業の状況に詳しいと思

われる経営コンサルタントの目から見ても，当

時の大企業でサラリーをコントロールする制度

を完成させていたところは皆無であり，せいぜ

い年金制度が俸給従業員の管理に有効な万能薬

としてもてはやされていたにすぎなかったとい

うことである。つまりデュポン社のサラリー管

理に対する取り組みに匹敵するような事例は，

コンサルタントの目にも触れていなかったので

ある。この点は，デュポン社のこの分野の取り

組みの先駆性を示すものといえよう。

次に他の大企業の反応について述べておこ

う。コールマンが，ハスケルの調査訪問の可否

を打診した企業で，依頼状やその返信文がハグ

レー博物館に残っているのは，次の諸企業であ

る。①ペンシルヴェニア鉄道，②USスティール

社，③ゼネラル・エレクトリック社，④ベスレ

ヘム・スティール社，⑤ウエスタン・ユニオン・

テレグラフ社。
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以下ではそれぞれの企業への依頼状とそれに

対する各企業の反応をみておこう。

①ペンシルヴェニア鉄道

ペンシルヴェニア鉄道のタトナル（Henry
 

Tatnall）副社長宛のコールマンの依頼状（1914

年１月29日）は次のようであった 。

「当社は，サラリー決定方法の制度化もしく

はその基本について研究を重ねています。貴社

では，そのような制度を採用されているでしょ

うか。もし採用されているようでしたら，当社

のハスケル副社長か筆者（コールマン：森川）

が貴社のその制度に詳しい方と話しあう機会を

与えていただけないでしょうか。」

コールマンのこの申し入れは受け入れられ，

ハスケルは３月中旬頃にペンシルヴェニア鉄道

のタトナル副社長とファーネストック（Fah-

nestock）財務部長に会うことができた。ハスケ

ルは，後日（1914年４月17日），そのときの様

子をコールマンに次のように報告してい

る 。

「報告が遅くなりましたが，数週間前にペン

シルヴェニア鉄道を訪問し，タトナル副社長と

ファーネストック財務部長に会いました。結果

はあまり満足できるものではありませんでし

た。・・・・ファーネストック財務部長とは一般

的な原理原則について長時間の興味深い対談を

行うことができましたし，また彼は我々にでき

るだけの協力をしたいと言ってくれましたが，

今日我々の直面する問題の解決に役立ちそうな

ものはそれほど多くありませんでした。」

このハスケルの報告からすれば，巨大企業経

営の先駆的な存在であるペンシルヴェニア鉄道

においても，デュポン社が模索していたような

サラリー管理制度は確立していなかったと思わ

れる。

②USスティール社

USスティール社のゲーリー（E.H.Gary）

社長宛のコールマンの依頼状（1914年４月15

日）は次のようであった 。

「当社のハスケル副社長は，当社のサラリー

を他の大企業のサラリーと比較調査する問題に

取り組んでいます。貴社には，この問題に関し

て当社と情報交換しようというお気持ちはおあ

りでしょうか。もしもそのようなお気持ちがお

ありでしたら，私にお知らせいただくか，ある

いはハスケルへ直接ご連絡なさるかしていただ

けないでしょうか。」

コールマンのこの申し入れに対してゲーリー

は次のように回答（1914年４月16日）してき

た 。

「４月15日のお手紙を拝見しました。私は，

その種の情報を貴殿が提案されているような形

で一般に公表することは避けたいと思っていま

す。しかし口頭で内密にということでよければ，

お望みのものを喜んで提供させていただきま

す。」

この返書で注目されるのは，ゲーリーが「口

頭で内密に」という条件付で承諾している点で

ある。察するに，ゲーリーが提供しようと考え

ていた情報は，サラリーの決定についての一般

的なルールではなく，従業員の個別サラリー情

報であったと思われる。したがって面会予約を

求めたコールマンの後日の手紙（1914年５月26

日）では，次のようにその点の誤解を解く一文

が付加されていた （下線は森川）。

「以前に申し上げましたように，ハスケルは

サラリーに関して大変興味深いものを作り上げ

ました。貴殿の都合がよければ，６月１日（月

曜日）の12時にハスケルと私の２名でお伺いし

ようと思っています。たぶん我々のサラリーの

分類その他について何らかのご示唆をいただけ

るものと期待しています。なお当方には，貴社

のサラリーついて，以前の貴殿のお手紙に述べ
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られていたような，貴殿を困らせるような質問

をするつもりのないことをご理解下さい。ハス

ケルの作り上げたものは，貴殿にとっても興味

深いものだと思います。」

このコールマンの手紙で注目されるのは，ハ

スケルの原案がこの時点（５月26日）ですでに

作成されていたことである。しかもその原案を

ゲーリーに示して，意見を求めようとしている

ことである。つまりハスケルの構想はこの時点

ですでに客観化され，第三者に説明可能なもの

となっていたと判断される。この点は，後に検

討するサラリー・コントロール・スキームの性

格を考える上で留意されねばならない。

③ゼネラル・エレクトリック社

コールマンは，ゼネラル・エレクトリック社

のコッフィン（C.A.Coffin）社長宛の依頼状を

1914年４月16日に出しているが，その文面は，

U. S. スティール社のゲーリー社長に出した依

頼状と同じものであった。そしてコッフィン社

長に宛てたコールマンの礼状が４月22日に出

されているので，それ以前にGE社からの回答

があったことは確かであるが，その回答文書は

見出されていない。

④ベスレヘム・スティール社

コールマンは，1914年４月15日にベスレヘ

ム・スティール社のシュワブ（Charles M.

Shwab）会長宛に最初の依頼状を出したが，ベ

スレヘム・スティール社のグレイス（E. G.

Grace）社長から手紙（４月20日）が届き，シュ

ワブ会長は健康がすぐれず自宅で静養している

ので，そちらへ依頼状を出すよう助言されてい

る。次のシュワブ会長宛のコールマンの依頼状

（４月22日）は，その助言を受けて出されたも

のである 。

「西部へのご旅行から戻られて以来，貴殿の

健康がすぐれないとお聞ききし，大変心配して

います。／ところでこの度は，サラリーに関して

お聞きしたいことがあり，この手紙を書いてい

ます。私は，この数年間，様々な状況に合わせ

て従業員のサラリーを管理することができるよ

うなサラリー管理制度を考案しようと努力して

きました。その管理制度の下では，状況に変動

があっても無くてもサラリーは一定の限度内で

変動することになります。そのような管理制度

の確立を目指して当社のハスケル副社長は，研

究を重ねてきました。つまり彼は，さまざまな

従業員とさまざまな部門を分類し，管理的に優

れた特徴をもつ制度を作り上げようとしてきま

した。またその分類にはかなりの知識が必要な

ので，私は主要な大企業で支払われているサラ

リーに関する資料を集めたいと思いました。と

はいえ，当然のことながら，それらの企業の内

部問題に首を突っ込むつもりはまったくありま

せん。／サラリーに関して我々と情報交換しよ

うというお気持ちはおありでしょうか。興味が

おありのようでしたら，サラリー・コントロー

ル・スキームが完成したときに，この問題の全

容を示す報告書をお届けします。」

この依頼状で注目されるのは，この時点（４

月22日）では，ハスケルの考えているサラ

リー・コントロール・スキームの特徴がかなり

明瞭になりつつあること，また相手側企業に問

い合わせる内容についても無用の誤解を避ける

配慮がなされていることである。

このようなコールマンの依頼状に対してベス

レヘム・スティール社のグレイス社長から次の

ような返書（５月13日）が届いた 。

「シュワブと私は，従業員のサラリーを管理

するという制度に関する，先月22日の貴殿の手

紙を十分に検討させていただきました。／個々

の従業員の努力を通じて得られる成果に管理者

が目を向けるようにしたベスレヘム社独自のや

り方のために，わが社のサラリーは，比較のた

めにはほとんど役に立たないと思います。わが
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社のサラリーは，経営参加制度あるいはパート

ナー・シップ制度ともいうべき制度（その制度

はさまざまな管理者に適用されるように拡張さ

れ，さらにわが社の各部門に存在する特殊な状

況に適合するようになっています）のために，

単なる名目的なものに過ぎないものとなってい

ます。／貴社の調査に協力できなくて申し訳あ

りません。」

ベスレヘム・スティール社の「経営参加制度

あるいはパートナー・シップ制度」がいかなる

ものであったかは明瞭ではないが，サラリーが

名目的なものに過ぎず，その限りでサラリーそ

のものの管理について関心がなかったことは明

らかである。

⑤ウエスタン・ユニオン・テレグラフ社

コールマンは最初の依頼状を４月15日に前

社長のヴェイル（Theodore N.Vail）宛に出し

たが，社長のカールトン（Newcom Carlton）

から返書（４月21日）が届き，依頼の件につい

ては，コントローラーのギャラハー（E. Y.

Gallaher）に連絡するよう助言されている。次の

依頼文（４月22日）はこの助言を受けて出され

たものである 。

「当社のハスケル副社長と筆者は，サラリー

を管理するスキームを確立することを目指して

サラリー問題の研究を続けています。これまで

のところ，さまざまな状況に対応できるサラ

リー制度を備えた企業にお目にかかることはで

きていません。私はサラリーの格付けをしよう

と考えていますのでお尋ねしますが，貴社には

この問題に関して当社と情報交換しようという

お気持ちはおありでしょうか。／上述のことか

らお分かりいただけると思いますが，我々は，

貴殿にサラリーに関する内部情報を暴露してい

ただくよう期待しているわけでは決してありま

せん。我々は，多数の大規模製造業企業から資

料を入手することによって，サラリーの分類を

得ようと考えているだけです。当然のことなが

ら，我々の研究成果をどのように使われようと

もそれは貴社の自由です。」

この依頼文で注目されるのは，この時点（４

月22日）ではデュポン社の期待するようなサラ

リー管理制度を確立した企業は見つかっていな

いことである。

以上，５つの大企業との往復書簡を見てきた

が，これらの書簡から垣間見える状況は次のよ

うに概括できる。

ⅰ）これらの大企業においては，サラリーに

関する情報は個々の従業員の個人情報という意

識が強く，デュポン社のようにサラリー総額を

いかに管理するかという問題意識は皆無であっ

た。この点は，先の経営コンサルタントの状況

認識と一致している。

ⅱ）したがってハスケルが５月にサラリー・

コントロール・スキームの原案を作成した時，

彼が他企業から得た情報は，サラリー管理の仕

組みについての情報というよりは個々の類似し

た職務に対する支払額についてのデータとして

の意味しかもっていなかったと思われる。つま

り1914年５月に作成されたサラリー・コント

ロール・スキームは，ハスケルの独創と考えら

れる。

Ⅵ サラリー・コントロール・スキーム

では，ハスケルが作成したサラリー・コント

ロール・スキームは，いかなるものであったの

だろうか。次の表1-①～⑩は，ハスケルが作成

したデュポン社の職種別俸給従業員総括表であ

る。また表２は，部門別俸給従業員総括表であ

る。いずれも「サラリー・コントロール・スキー

ム」という標題が付けられている 。以下では，

まずそれぞれの表の内容について説明し，次に

それらをもとにどのようなサラリー管理が考え

られていたかを説明する。
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まず表1-①～⑩について説明しておこう。

表1-①～⑩の各表は，左から右に７つの欄を

並べた７桁の一覧表となっており，基本的に同

じ様式で作成されている。つまり左端の第１欄

には等級が表示されており，原則として初任者

の１級から最上級者の６級までが上から下へ順

に配列されている。第２欄から第７欄までの各

欄には，第１欄の各等級に対応した６種類の数

値が次の順序で並べられている。従業員数（人），

成熟度の平均（％），当該等級における在位年数

の平均，デュポン社における勤続年数の平均，

現在のサラリー月額の平均（ドル），最高サラ

リー月額の平均（ドル）。

以下では表1-①～⑩の各表について内容を

確認しておこう。

表1-①は，本社（Main Office）に勤務する

タイピスト（速記とタイプの両方をこなせる）

127人の総括表である。第１欄の等級欄には１

級から６級までの各等級とそれに必要とされる

資質が次のように簡潔に列記されている。

１級：「新人（Green）」であり，能力につい

ての定めはない。

２級：「普通（Fair）」であり，ゆっくりと口

述を書き取ることができる。正確さは

普通だが早くはない。

３級：「良（Good）」であり，平均的な早さで

仕事ができ信頼できるが，ファース

ト・クラスではない。

４級：「優秀（Excellent）」であり，早くて正

確であり，あらゆる面において信頼で

きる。

５級：４級に求められる資質は全て備えてお

り，さらに必要とあらば口述抜きでも

通信文を任すことができる。

６級：４級および５級に求められる資質は全

て備えており，さらに管理職（supervi-

sor）が不在の場合には金銭的な問題の

処理についても任すことができる。

次に第２欄から第７欄までの数値に目を移せ

ばそれらの数値から以下の諸点を読み取ること

ができる。第２欄の従業員数において人数が多

いのは３級と４級であり，本社のタイピスト職

種においてはこの２クラスが実働部隊の中心と

なっていることがわかる。つまり総数127人の

うちこの２クラスで82人（約65％）を占めてい

る。また第３欄の成熟度の平均と第４欄の在位

年数の平均から判断すれば，この職種の各等級

の熟練に要するおおよその年数は次のように推

測できる 。１級：0.5～1年，２級：3～4年，

３級：3～4年，４級：5～6年，５級：7～8年，

６級：7～8年。

ところで第５欄の勤続年数の平均は，いずれ

表1-① 本社のタイピスト（速記およびタイプ）

従業員数

(人)

成熟度の

平 均

(％)

在位年数

の 平 均

(年)

勤続年数

の 平 均

(年)

現在のサラ

リーの平均

(ドル)

最高サラリ

ー の 平 均

(ドル)

１級 1 25. 0.00 0.25 60. 80.

２級 7 89.30 2.93 4.70 45.70 53.

３級 33 69.70 2.35 3.54 49.10 55.45

４級 49 66.83 3.50 5.55 54.39 60.80

５級 16 59.40 4.83 6.52 74.27 89.

６級 21 59.52 4.61 6.81 59.05 70.

(注) 小数点以下に数値記入がないものがあるが，これらは原資料の表示にしたがっ

たものである。他の諸表においても同様である（森川）。
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の等級においても在位年数の平均よりは長く

なっているが，その長さは上級者において累積

的に長くなっているわけではない。つまり上級

者がその等級の高さに比例してデュポン社にお

ける勤続年数も長いというわけではない。した

がって各従業員の熟練は，必ずしもデュポン社

で身につけたわけではないと考えられる。最後

に第６欄のサラリー月額の平均と第７欄の最高

サラリー月額の平均を見れば，大たいにおいて

上級者の方が高くなっているが，１級と６級が

例外的な数値となっている。つまり１級のサラ

リー月額の平均と最高サラリー月額の平均はそ

れぞれ60ドルと80ドルとなっており，これら

は５級以外のどの等級の額よりも高くなってい

る。また最上級の６級のサラリー月額の平均と

最高サラリー月額の平均はそれぞれ59.05ドル

と70ドルとなっており，これらは５級の額より

も低くなっている。また各等級間の格差にも一

定の規則性は見受けられない。

以上のごとく第2～7欄の数値は，デュポン社

の現状を示すものであって，デュポン社のある

べき姿を示したものではない。つまりそのまま

ではサラリー管理の指針となる数値ではなく，

これから調整が加えられるべき数値なのである

（いかなる調整が施されるかは後述する）。この

点を考慮し，以下の諸表の検討においては第

2～7欄の数値分析は割愛し，第１欄の等級欄に

おける内容を確認するにとどめる。

表1-②は，現場事務所（Field）に勤務するタ

イピスト（速記とタイプの両方をこなせる）54

人の総括表である。様式は表1-①と全く同じで

あり，等級は１級から６級まである。各等級に

必要な資質の記述は無いので，各等級に必要と

される資質は表1-①と同様と考えられる。

表1-③は，本社および現場事務所に勤務する

タイピスト（タイプと複写機の両方をこなせる）

13人の総括表である。この表に記載されたタイ

ピストは，速記録機の操作はできないが，

Elliott-Fisher Machine（青写真機だと思われ

る：森川) を操作できるタイピストである。

表1-② 現場事務所のタイピスト（速記およびタイプ）

従業員数

(人)

成熟度の

平 均

(％)

在位年数

の 平 均

(年)

勤続年数

の 平 均

(年)

現在のサラ

リーの平均

(ドル)

最高サラリ

ー の 平 均

(ドル)

１級 2 50. 0.25 0.25 47.50 62.50

２級 6 66. 3.21 3.62 60. 70.

３級 20 70.25 2.26 2.51 61.50 70.

４級 13 54.20 3.62 2.70 66.00 77.

５級 10 55. 3.22 3.70 63.80 72.50

６級 3 75. 3.61 8.50 88.33 88.33

表1-③ 本社および現場事務所のタイピスト（タイプおよび複写）

従業員数

(人)

成熟度の

平 均

(％)

在位年数

の 平 均

(年)

勤続年数

の 平 均

(年)

現在のサラ

リーの平均

(ドル)

最高サラリ

ー の 平 均

(ドル)

１級 1 25. 1.00 3.50 40.00 50.

２級 3 83.33 2.66 3.83 45.00 56.66

３級 3 66.86 1.58 4.91 46.67 58.33

４級 6 75. 4.37 4.61 51.66 62.50
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等級は１級から４級までしかなく，１級から３

級までは現場事務所勤務者であり，４級は本社

勤務者である。各等級に必要な資質についての

記述は無いので，各等級に必要とされる資質は

表1-①に準ずるものと考えられる。

表1-④は，本社に勤務する事務職員451人の

総括表である。第１欄の等級欄に示された１級

から６級までの各等級に必要とされる資質は次

の通りである。

１級：「下級事務職員（Junior Clerks）およ

び使い走り（Office Boys）」であり，

能力についての定めはない。

２級：「一般事務職員（Clerks）および記帳

係（Bookkeepers）」であるが，簡単な

常軌的業務を遂行する。

３級：「一般事務職員（Clerks）および記帳

係（Bookkeepers）」であるが，より高

度な常軌的業務を遂行する。

４級：「上級事務職員（Finished Clerks）お

よび上級記帳係（Finished Book-

keepers）」であるが，管理者の指示に

従って高度な特殊業務を遂行する。

５級：「主任係長（First Assistants）または

主任事務職員（Chief Clerks）」であり，

個々の業務について直接的な監督責任

を有している。

６級：「課長（Division Heads）」であり，部

門（Departments）の課または係（Divi-

sion or Branches）に責任があり，経

営陣（executives）に属する。

表1-⑤は，現場事務所に勤務する事務職員

210人の総括表である。等級は１級から５級ま

でしかない。また各等級に必要な資質について

の記述は無いので，各等級に必要とされる資質

は表1-④に準ずるものと考えられる。

表1-⑥は，工場（Works）または現場事務所

に勤務し，管理的業務に携わっている化学者67

人の総括表である。等級は１級から３級までし

表1-④ 本社の事務職員

従業員数

(人)

成熟度の

平 均

(％)

在位年数

の 平 均

(年)

勤続年数

の 平 均

(年)

現在のサラ

リーの平均

(ドル)

最高サラリ

ー の 平 均

(ドル)

１級 61 40. 1.60 2.08 29.05 38.11

２級 103 59. 2.85 4.00 47.96 54.46

３級 144 59.65 2.43 5.49 72.64 80.72

４級 89 62.08 3.54 7.68 94.90 102.64

５級 50 57. 4.62 9.01 115. 133.86

６級 4 62.50 2.81 8.25 137.50 156.25

表1-⑤ 現場事務所の事務職員

従業員数

(人)

成熟度の

平 均

(％)

在位年数

の 平 均

(年)

勤続年数

の 平 均

(年)

現在のサラ

リーの平均

(ドル)

最高サラリ

ー の 平 均

(ドル)

１級 10 25. 1.06 1.07 29.70 40.

２級 21 69.05 2.83 4.14 48.21 64.

３級 103 60.92 3.18 5.10 63.06 75.57

４級 48 54.68 3.90 7.15 96.63 103.52

５級 28 62.50 3.71 6.97 138.33 162.
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かなく，それぞれの等級に必要とされる資質は

次の通りである。

１級：この等級に属する者は，化学教育をほ

とんどあるいは全く受けていない少年

や若者である。彼らの責務は，彼らに

可能な方法で化学者を手助けすること

である。彼らは，通常，分析の標本を

準備したり，常軌的な分析業務を行う

訓練を受けたりする。

２級：この等級に属する者は，通常は化学専

攻の大学卒業者であるが，中には上記

１級からの昇進者である場合もある。

彼らの責務は，常軌的な分析業務を遂

行することである。３級：この等級に

属する者は，通常は上記２級からの昇

進者である。工場における彼らの責務

は，硝酸や硝酸アンモニア，硫酸など

を製造したり，綿花を精製したりする

ような化学的な操作に関連した様々な

業務を監督することである。

表1-⑦は，工場または現場事務所に勤務し，

管理的業務に携わっている技術者12人の総括

表である。等級は３級から５級までしかなく，

それぞれの等級に必要とされる資質は次の通り

である。

３級：この等級に属する者は，技術的な訓練

（technical training）あるいは建設業

務における実務経験のいずれか一方あ

るいは両方を有する者であり，上司の

監督下で働くこともあれば監督を受け

ずに働くこともある。この等級には，

製図工（draftsmen），見積もり係

（estimators），２級より上位の見習い

技術者（young engineers）が含まれる。

４級：この等級に属する者は，かなりの技術

的な訓練あるいは建設業務におけるか

なりの実務経験のいずれか一方あるい

は両方を有する者である。この等級に

求められる能力は，上司の監督を受け

ずに重要な業務を処理することがで

き，さらに他の従業員の業務遂行を指

導することができる能力である。この

等級には，機械職場の管理職と管理的

職位にある製図工や見積もり係および

３級より上位の技師補（Assistant
 

Engineers）が含まれる。

表1-⑥ 工場または現場事務所の管理的職位にある化学者

従業員数

(人)

成熟度の

平 均

(％)

在位年数

の 平 均

(年)

勤続年数

の 平 均

(年)

現在のサラ

リーの平均

(ドル)

最高サラリ

ー の 平 均

(ドル)

１級 5 25. 1.95 2.25 53. 75.

２級 17 29.41 1.26 1.43 81. 96.

３級 45 5.70 1.86 3.94 113.55 134.22

表1-⑦ 工場または現場事務所の管理的職位にある技術者

従業員数

(人)

成熟度の

平 均

(％)

在位年数

の 平 均

(年)

勤続年数

の 平 均

(年)

現在のサラ

リーの平均

(ドル)

最高サラリ

ー の 平 均

(ドル)

３級 6 75. 7.08 10.25 112.16 115.83

４級 1 75. 1.25 7.75 150. 150.

５級 5 75. 7.15 10.35 157. 177.
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５級：この等級に属する者は，高度な技術的

知識（technical knowledge）と高度な

建設業務知識の両方を有する者であ

る。この等級に属する多くの職位には，

幾 分 か の 経 営 者 的 能 力（some
 

exective ability）とビジネス知識が要

求される。この経営者的能力とは，他

人に監督されずに独力で非常に重要な

業務を処理することができ，他の従業

員が行う様々な業務に直接的な責任を

負い，その業務遂行を監督することが

できる能力であるが，それには次のも

のが含まれる。高度な見積もり業務を

担当する能力，設計を含む高度なエン

ジニアリング業務を担当する能力，か

なりの規模のエンジニアリングおよび

建設のプロジェクトにおいて現場で直

接的な責任を負ったり，プロジェクト

本部から指示を出したりする能力，機

械工場に責任を負いそれを監督する能

力。

表1-⑧は，工場または現場の事務部門に勤務

する技術者２人の総括表である。等級は２級と

３級しかなく，それぞれの等級に必要とされる

資質は次の通りである。

２級：この等級に属する者は，ある程度の技

術的知識かある程度の実務的な建設業

務知識のいずれか一方またはその両方

を有する従業員である。この等級には，

通常，上司の監督下で高度な常軌的業

務を遂行できる能力が求められる。そ

して設計工や見積もり係，技師補がこ

の等級に含まれる。

３級：必要とされる資質は，上記の表1-⑦の

３級の資質と同じである。

表1-⑨は，本社に勤務する管理的職位にある

技術者89人の総括表である。職務等級は２級か

ら６級まであり，それぞれの職務等級に必要と

される資質は次の通りである。

２級：必要とされる資質は，上記の表1-⑧の

２級の資質と同じである。

３級：必要とされる資質は，上記の表1-⑦の

３級の資質と同じである。

４級：必要とされる資質は，上記の表1-⑦の

表1-⑨ 本社の管理的職位にある技術者

従業員数

(人)

成熟度の

平 均

(％)

在位年数

の 平 均

(年)

勤続年数

の 平 均

(年)

現在のサラ

リーの平均

(ドル)

最高サラリ

ー の 平 均

(ドル)

２級 15 58.33 3.13 4.31 80.53 101.66

３級 26 57.70 3.13 5.17 101.54 126.

４級 31 60. 2.67 6.30 131.51 164.51

５級 15 55. 3.16 7.16 172.80 240.61

６級 2 50. 3.00 8.50 225.00 300.

表1-⑧ 工場または現場の事務部門に所属する技術者

従業員数

(人)

成熟度の

平 均

(％)

在位年数

の 平 均

(年)

勤続年数

の 平 均

(年)

現在のサラ

リーの平均

(ドル)

最高サラリ

ー の 平 均

(ドル)

２級 1 75. 2.50 2.50 90. 100.

３級 1 75. 5.25 5.25 115. 120.
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４級の資質と同じである。

５級：必要とされる資質は，上記の表1-⑦の

５級の資質と同じである。

６級：この等級に属する者は，非常に高度な

技術知識と非常に高度な建設業務知識

の両方を有する者である。この等級に

属するほとんどの職位には，かなりの

経営者能力とビジネス知識が要求され

る。そして最大級のエンジニアリング

および建設業務において現場で直接的

な責任を負ったり，その本部に居てそ

こから基本設計や指示を出すことに責

任を負ったりする技術者がこの等級に

含まれる。

表1-⑩は，本社と本社外の両方にまたがって

勤務する管理的職位にある技術者６人の総括表

である。等級は６級のみであり，その等級に必

要とされる資質は，上記の表1-⑨の６級の資質

と同じである。

以上で表1-①～⑩を概観したわけであるが，

ここには「タイピスト（速記およびタイプ）」「タ

イピスト（タイプおよび複写）」「事務職員」「化

学者」「技術者」に関してそれぞれ12区分，４

区分，11区分，３区分，11区分から成る職務階

梯が示されていた。また各等級に要求される資

質は客観的に記述されていた。したがってサラ

リー額の調整などいくつかの残された課題があ

ることを除けば，職務とサラリーの体系はほぼ

完成の域に達していたといえる。

次に部門別俸給従業員総括表である表２につ

いて説明しておこう。

表２は12桁の一覧表となっているが，左端の

第１欄が等級ではなく部門を表示するものと

なっている点を除けば，基本的に表１と同じ方

法で作成されている。つまり表２おいて桁数が

増加しているのは，表１においては示されてい

なかった合計数値が示されているからである。

したがって表２においても成熟度，在位年数，

勤続年数，現在支給額，最高支給額のそれぞれ

における合計欄を除外すれば，第２欄以降の構

成は表１と同様のものとなる。

表２の構成がこのようなものであるので，こ

こでも第２欄以降の数値分析は割愛し，第１欄

の部門構成のみを見ておこう。第１欄には次の

諸部門が上から順に列記されている。１）黒色

火薬部，２）販売部，３）購買部，４）化学品

部，５）高性能爆薬部，６）無煙火薬部，７）

L.H.& P. ，８）財務部，９）監査部，10）

秘書部，11）給与部，12）工務部，13）経理部，

14）法務部，15）開発部，16）バークスデール

副社長室，17）ピェール・デュポン副社長室，

18）不動産部，19）軍事火薬部，20）ペンシル

ヴェニア子会社，21）硝酸塩購買部，22）硝酸

塩加工工場。

これらの部門を一瞥して気付くのは次の諸点

である。ⅰ）これらの部門はサラリー管理のた

めの単位部門であるため，黒色火薬部や高性能

爆薬部などの現業部門と経理部，法務部などの

スタッフ部門が同列に並べられている。した

がってここに列記された諸部門の俸給従業員の

雇用権限は基本的にこれらの部門長に与えられ

ていたと考えられる。ⅱ）副社長室俸給従業員

については，バークスデール（H. M. Barks-

dale）とピエール・デュポンの２名の副社長分し

表1-⑩ 本社と本社外の両方にまたがって勤務する管理的職位の技術者

従業員数

(人)

成熟度の

平 均

(％)

在位年数

の 平 均

(年)

勤続年数

の 平 均

(年)

現在のサラ

リーの平均

(ドル)

最高サラリ

ー の 平 均

(ドル)

６級 6 54.17 4.80 13.30 295.83 479.17
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表
２

サ
ラ
リ
ー
・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
・
ス
キ
ー
ム
：
部
門
別
合
計
表

部
門

従
業

員
数

(人
)

成
熟
度

の
合
計

(％
)

成
熟
度

の
平
均

(％
)

在
位
年
数

の
合

計
(年

)

在
位
年
数

の
平

均
(年

)

勤
続
年
数

の
合

計
(年

)

勤
続
年
数

の
平

均
(年

)

現
在
支
給
額

の
合

計
(ド

ル
)

現
在
支
給
額

の
平

均
(ド

ル
)

最
高
支
給
額

の
合

計
(ド

ル
)

最
高
支
給
額

の
平

均
(ド

ル
)

黒
色
火
薬

60
38
25

63
.6
0

25
1.

4.
20

49
3.

8.
20

75
53
.6
6

12
6.

97
74
.9
8

16
3.

販
売

44
0

28
55
0

64
.

18
29
.8
8

4.
16

32
35
.0
6

7.
30

54
44
9.
77

12
3.
70

59
52
9.
58

13
5.
30

購
買

62
42
50

68
.

27
9.

4.
50

39
2.
25

6.
32

72
74
.6
6

11
7.

99
69
.

16
1.
20

化
学
品

12
0

49
25

41
.

26
8.
35

2.
23

48
5.
75

4.
14
13
7.

11
8.

19
88
1.
66

16
5.
50

高
性
能
爆
薬

20
5

12
97
8

63
.3
0

53
2.
25

2.
60

13
57
.2
5

6.
60

24
47
6.
64

11
9.
40

27
67
5.

13
5.

無
煙
火
薬

10
9

65
75

60
.

49
5.
75

4.
54

79
0.
50

7.
25

13
87
8.

12
7.
30

17
19
3.
33

15
8.

L
.
H
.
&
P
.

24
14
25

59
.

69
.5
0

2.
85

11
7.
50

4.
89

27
40
.

11
4.

30
80
.

12
8.

財
務

11
62
5

57
.

41
.5
0

3.
80

14
2.
50

13
.

20
45
.

18
6.

25
50
.

23
2.

監
査

17
82
5

50
.

47
.5
0

2.
80

84
.7
5

5.
10
15
.

60
.

13
45
.

79
.

秘
書

30
24
25

80
.

12
7.
25

4.
23

13
2.
50

4.
41

14
80
.

49
.

18
15
.

60
.5
0

給
与

16
77
5

48
.4
0

45
.9
0

2.
87

80
.

5.
11
65
.

72
.8
0

12
60
.

79
.

工
務

13
2

72
00

54
.

39
2.
50

2.
97

73
8.
06

5.
59

13
96
0.
01

10
5.
80

18
77
1.
67

14
2.

経
理

16
6

90
00

54
.

38
0.
50

2.
29

98
9.
25

6.
12
53
1.
66

75
.5
0

14
10
3.
30

85
.

法
務

5
30
0

60
.

21
.5
0

4.
30

25
.

5.
90
1.
60

18
0.
32

14
41
.6
6

28
8.
33

開
発

17
11
25

66
.

40
.5
0

2.
38

76
.7
5

4.
51

43
43
.3
2

25
5.
50

48
43
.3
2

28
5.

副
社
長
(バ

ー
ク
ス
デ
ー
ル
)

3
12
5

41
.6
6

13
.

4.
33

17
.2
5

5.
75

38
3.

12
7.
66

50
0.

16
6.
66

副
社
長
( P
.
S
.
デ
ュ
ポ
ン
)

2
10
0

50
.

8.
75

4.
37

14
.5
0

7.
25

28
5.

14
2.
50

50
0.

25
0.

不
動
産

3
10
0

33
.

17
.4
0

5.
80

22
.7
0

7.
56

20
5.

68
.3
3

30
5.

10
1.
66

軍
事
火
薬

8
40
0

50
.

52
.2
5

6.
53

61
.

7.
62

13
33
.

16
6.
62

19
25
.
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0.

ペ
ン
シ
ル
ヴ
ェ
ニ
ア
子
会
社

28
17
50
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.5
0

13
7.
25

5.
25
4.
25

9.
27
86
.3
3
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.5
0

30
20
.

10
8.

合
計

14
58

87
27
8
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.

50
51
.5
3

3.
46

95
09
.8
7

6.
51

16
69
43
.6
5

11
4.
50

19
94
83
.5
0

13
7.
38

硝
酸
塩
購
買

9
52
5

58
.

39
.7
5

4.
41

44
.

5.
22
92
.

25
5.

27
60
.

30
6.
60

硝
酸
塩
加
工

19
92
5

49
.

29
.5
0

1.
55

93
.2
5

4.
90

30
45
.

16
0.
20

36
71
.6
7

19
3.
20

全
社
合
計

14
76

88
72
8

61
.

51
20
.7
8

3.
46

96
47
.1
2

6.
53

17
22
80
.6
5

11
6.
72

20
59
15
.1
7

13
9.
34

(注
)

従
業
員
数
の
全
社
合
計
は
，
正
し
く
は
14
86
で
あ
る
が
，
原
資
料
の
ま
ま
14
76
と
し
た
（
森
川
）。
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か表示されていない。当時，副社長は６名以上

はいたはずなので（1916年の組織図では７名），

その他の副社長に関する表示がないのは不自然

である。この点に関しては，部門担当兼務の副

社長の配下にある俸給従業員は当該部門所属と

し，ゼネラルマネジャーであったバークデール

と社長代行であったピエールだけを特別扱いす

ることになったと解釈できないわけではない。

ⅲ）20番目のペンシルヴェニア子会社と21番

目の硝酸塩購買部との間に一線が引かれて合計

欄が設定されているのは，21番目と22番目の

両部門が海外に設置されているためだと思われ

る。

表２そのものの説明は以上にとどめるが，表

１と表２に示された従業員数の合計が異なって

いるのでそのことについて一言しておこう。表

1-①～⑩の従業員数の合計は1,031人である

が，表２に示された従業員数の合計は1,476人

（正しくは1,486人：森川）となっている。両

者の間には445人の差異がある。資料自体には

何の説明もないので差異の理由は推測する外な

いが，その理由として考えられるのは次の諸点

である。ⅰ）表１に示された職種には販売部に

属するセールスマンに該当するものが見当たら

ない。しかも表２に示された販売部の俸給従業

員は諸部門の中でも最大であり，440人となっ

ている。したがってセールスマンの職種表示が

表１に欠けていると考えれば，差異の大部分は

説明がつく。ⅱ）このような齟齬が見られるの

は，表１および表２が中間報告として提出され

たことにもその一因があるように思われ

る 。つまりサラリー・コントロール・スキー

ムの考え方を示すことに力点が置かれ，いくつ

かの齟齬や脱落は無視された可能性がある。ⅲ）

表２の19～22番目の諸部門は表１においてど

のように処理されたか不明であり，この点も齟

齬を来す一因となっている可能性がある。

いずれにしても上記の指摘は推測の域をでる

ものではないので，ここでは表１と表２には以

上のような不整合があることを確認するにとど

め，次に進もう。

ハスケルは，これらの表を用いてデュポン社

のサラリーをどのように管理しようとしたので

あろうか。この点は，ハスケルがこれらの表を

見た上でコールマンに出した手紙（1914年６月

19日）に具体的に示されている 。彼が考えて

いた管理上の主要な狙いは次の２つであった。

１つの狙いは，この表１を用いて他社との比較

を行い，デュポン社のサラリーを世間相場に合

わせて調整することであった。具体的には，ま

ず他の大企業のデータを収集し，職種別に大企

業の平均とデュポン社の平均を比較する。そし

てデュポン社の平均が大企業の平均より10％

以上高くなっておれば，サラリー削減の対象と

するという手順を考えていた。つまり彼は，表

１のサラリーの月額と最高月額を他の大企業の

平均を基準にして調整することを考えていたの

である。これによってデュポン社のサラリー水

準は，大企業のトップ・レベルと並び，しかも

とび抜けて高くなることを回避できると考えて

いた。換言すれば彼は，ホワイトカラー労働市

場の動向を踏まえてデュポン社のサラリー水準

を調整しようとしたといえるであろう。

彼が考えていたもう１つの狙いは，表２に示

された各部門の平均値を比較することによって

部門間の処遇の公平性を維持することであっ

た。たとえばデュポン社の内部では高性能爆薬

部の昇進が他の部門の昇進に比べて早いことを

問題にする声が上がっていたが（ハスケル発，

コールマン宛の1914年６月19日の手紙に示さ

れていたスプルアンス（W.C.Spruance Jr.）

の見解），この問題も表２の数値を分析すれば，

その妥当性を吟味することができるようになっ

ていた。彼は表２の平均在位年数の比較から高

性能爆薬部と経理部の昇進のテンポが他の部門

の昇進テンポに比べて相対的に早いことを確認
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した上で，その原因を分析し，とくに問題があ

るわけではないことを確認している。つまり原

因を分析すると，両部門には比較的低サラリー

の若年従業員が多く，したがって昇進テンポも

早くなっていることが分かったのである。そし

てこのような状況は，成熟度を比較すれば一目

瞭然であり，成熟度の部門間の差異はほとんど

ないことがそのことを示している。つまり成熟

度の部門間差異が大きくならないように留意す

れば，昇進の処遇において部門間の公平性を損

なうことはないと考えられていた。

彼がコールマンに出した手紙にはこの２点の

狙いが示されていたが，彼の従来の主張を考慮

すればこれらの表に込められた狙いはもう１つ

ある。それは個々の従業員の昇進管理を通じた

勤労意欲の持続的促進である。つまり昇進階梯

を明瞭に示し，個々の従業員の職務を正当に評

価することによって，昇進意欲のある従業員の

勤労意欲を持続的に刺激することができること

は，ハスケルが以前から主張していたことで

あった。

Ⅶ 小 括

以上，人事部の設置以前におけるデュポン社

のサラリー管理の状況を，サラリー・コントロー

ル・スキームが開発される経緯を追うことに

よって概観してきた。この概観から得られた知

見を整理しておこう。まず第１に指摘しなけれ

ばならないのは，デュポン社の人事管理は第１

次大戦頃にはかなり高度な水準に達していたこ

とである。それはハスケルの作成したサラ

リー・コントロール・スキームが，サラリー総

額の管理という問題のみならず従業員の昇進・

昇給と職務体系・給与体系の問題，従業員の処

遇における部門間の公平性や従業員の勤労意欲

の問題までも考慮したものとなっており，今日

的観点からみても高い水準に達していたという

点に端的に示されている。とはいえこのことは，

デュポン社経営陣が人事管理制度に関する高度

な認識を当初からもっていたことを意味するも

のではなかった。実際の経緯が示すところでは，

ハスケルが原案を作成するに至るまでには長期

にわたる社内論議と模索の過程があった。しか

もその一連の過程を引き起こしたのは，コール

マン社長の素朴な問題提起であった。決して最

初から最終ゴールが見通されていたわけではな

かった。したがって第２に指摘しなければなら

ないのは，デュポン社のサラリー・コントロー

ル・スキームの開発は，近代的巨大企業形成過

程における試行錯誤の一環として実現したもの

だということである。またこのことと関連して

第３に指摘しなければならないのは，ペンシル

ヴェニア鉄道やUSスティール社など，同時代

の巨大企業においてもデュポン社が開発したよ

うなサラリー管理制度を備えたところはなかっ

たことである。いわばデュポン社のサラリー・

コントロール・スキームの開発は，当時におい

ては先駆的な存在であったといわねばならな

い。

ところでこのように高く評価されるデュポン

社の人事管理であるが，これで問題はすべて解

決されたかといえば，そうではない。経営組織

的には大きな問題が残されていたといわねばな

らない。たとえばサラリー・コントロール・ス

キームの作成に至る過程でどのような人々がサ

ラリー問題に関与していたかを考えれば，その

問題は明らかである。つまり社長のコールマン

の問題提起に始まり，ピエール副社長やハスケ

ル副社長を始め多くの経営幹部が議論に参加

し，自己の担当する部署のサラリー分析にかな

りの時間を費やしてきた。当然のことながら彼

らの本来の担当部署は財務部や販売部，製造部

などであり，サラリー問題に関わって割かれた

彼らの時間は，本来はそれらの業務のために使

われるはずのものであった。したがってサラ
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リー管理問題がいかに重要であるとはいえ，

コールマン社長やハスケル副社長がその問題を

担当する中心人物であり続けるわけにはいかな

いことは明らかであった 。このように考えれ

ば，早晩，人事問題を専門的に担当する部署の

設置は不可避であったといわねばならない。

デュポン社に人事部が設置されたのは第１次大

戦後の1919年であるが，これまでの経緯からす

ればサラリー・コントロール・スキームが開発

された1914年に設置されても不思議ではない

状況だったといえよう。これが指摘さるべき第

４の点である。

またデュポン社のサラリー管理問題の内容を

検討すればするほど，デュポン社が直面した問

題は同時代の巨大企業が直面した問題であるこ

とが見えてくる。それらの企業ではデュポン社

と同様に，本社や工場，営業所，研究所などに

膨大な俸給従業員を抱えており，彼らをいかに

掌握するかが会社の命運を左右する問題となっ

ていた。したがってデュポン社の経験からして

も，これらの巨大企業に人事部が設置されるの

は時間の問題であったと考えられる。1920年代

にアメリカの多くの企業に人事部が設置される

ようになるが，それは当然の時代的潮流であっ

たと思われる。これが指摘さるべき第５の点で

ある。

注

⑴ 20世紀初頭におけるデュポン社の会社再編と企

業経営の近代化については，多くの研究がある。差

し当たり次の文献を参照されたい。Alfred D.Chan-

dler,Jr.and Stephen Salsbury,Pierre S.du Pont
 

and the Making of the Modern Corporation,

Harper& Row,Publishers,1971.Alfred D.Chan-

dler, Jr., Strategy and Structure, The M. I. T.

Press, 1962,Chapter 2.アルフレッド・D・チャン

ドラー・ジュニア著／三菱経済研究所訳『経営戦略

と組織』実業之日本社，1967年，第２章。小澤勝之

『デュポン経営史』日本評論社，1986年。

⑵ アメリカの1920年代の人事管理については次の

文献を参照されたい。奥林康司『人事管理論』千倉

書房，1973年。

⑶ ホワイトカラー層の内部昇進ルートの形成を明ら

かにした近年の研究成果として次のものを挙げるこ

とができる。ただし当論文においても，その現象と

裏腹の関係ある人事部の形成・確立に言及がないの

は残念である。谷口明丈「アメリカ巨大合同企業に

おけるホワイトカラー層とミドルマネジメントの形

成」『研究年報「経済学」（東北大学）』Vol.61 No.

1,May 1999。谷口明丈「ホワイトカラー層の出現と

ミドル・マネジメント」『巨大企業の世紀』有斐閣，

2002年，第６章。

⑷ ハグレー資料：L. R. Beardslee経営委員会事務

局長発，コールマン・デュポン社長宛の社内文書

（1908年５月９日），Records of E. I.du Pont de
 

Nemours,Series II Part 2,Box 1005,File 14.

本稿で使用したデュポン社関連の資料は，ハグレー

博物館・図書館（Hagley Museum and Library）

が所蔵する資料であり，それらはすべてRecords of
 

E.I.du Pont de Nemours,Series II Part 2～3に分

類されている。したがって以下におけるハグレー資

料の典拠表示においては，Records of E.I.du Pont
 

de Nemours, Series IIを省略し，資料タイトルと

Part 2またはPart 3の区分表示，ボックス番号，

ファイル番号のみを記すことにする。

⑸ ハグレー資料：L. R. Beardslee経営委員会事務

局長発，バークスデール・ゼネラル・マネジャー宛

の社内文書（1911年２月27日），Part 2,Box 1005,

File 14.

⑹ ハグレー資料：コールマン・デュポン社長発，イ

レネー・デュポン宛の手紙（1908年２月10日），Part
 

3,Box 123,File 472-3C:Salaries (1).

⑺ ハグレー資料：コールマン・デュポン社長発，各

部門長宛の社内文書（1908年２月25-27日），Part 3,

Box 123,File 472-3C:Salaries (1).

⑻ ハグレー資料：コールマン・デュポン社長発，各

部門長宛の社内文書（1908年９月29日-10月２日，

1910年11月11日，1911年３月17日），Part 3,Box
 

123,File 472-3C:Salaries (1).

⑼ ハグレー資料：Report on E. I. du Pont de
 

Nemours Powder Company-Salary Accounts

（1909年９月10日），Part 3, Box 123, File 472-
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3B:Report on Salary Accounts (1909).

⑽ なお監査報告書の注記には，監査報告の結論に影

響するものではないが，①臨時雇いのタイピストや

文書配達人の賃金が各部門のサラリー額に算入され

ており，これらはサラリー総額から除外さるべきで

ある，②俸給台帳にタイム・キーパーやタグボート

の船長と乗組員など低額サラリーの俸給従業員が記

載されているが，これらの従業員については賃金台

帳を調べ，重複記載がないことを確認する必要があ

る，という２点の指摘がなされていた。

ハグレー資料：各部門長発，コールマン・デュポ

ン社長宛の社内文書（1910年11月12日～1911年１

月10日），Part 3,Box 123,File 472-3C:Salaries

(1).

この減額措置は，約１年前の経営委員会において

その実施が社長に委ねられていたものであった。ハ

グレー資料：コルマン・デュポン社長発，アルフレッ

ド・デュポン副社長宛の社内文書（1911年９月29

日），Part 3,Box 123,File 472-3C:Salaries (1).

ハグレー資料：コールマン・デュポン社長発，ピ

エール・デュポン副社長宛の社内文書（1912年８月

19日）Part 3,Box 123,File 472-3C:Salaries(1).

ハグレー資料：ピエール・デュポン副社長発，コー

ルマン・デュポン社長宛の社内文書（1912年８月20

日）Part 3,Box 123,File 472-3C:Salaries (1).

E.I.du Pont de Nemours& Company,Annual
 

Report 1913.

ハグレー資料：J・A・ハスケル副社長発，コール

マン・デュポン社長宛の社内文書（1914年１月19

日），Part 3,Box 123,File 472-3C:Salaries (1)

J・A・ハスケルの略歴を示せば次のようであった。

彼は，デュポン社の高性能爆薬部の母体となったレ

パウノ社で副社長，社長を歴任し，レパウノ社の販

売組織の近代化に尽力した人物である。彼は，1902

年以降のデュポン社の再編・近代化の過程において

は，1903年にデュポン社の販売部長兼副社長に就任

し，従来の代理店網に代えて近代的な直営営業所網

を構築していった。コールマンがサラリー管理に着

手した1908年には，彼は無煙火薬部の部長兼副社長

となっていた。

前掲ハグレー資料：J・A・ハスケル副社長発，コー

ルマン・デュポン社長宛の社内文書（1914年１月19

日）。

ハグレー資料：コールマン・デュポン発，パーキ

ンス宛の文書（1914年１月29日），Part 3,Box 123,

File 472-3C:Salaries (1).

ハグレー資料：パーキンス発コールマン・デュポ

ン宛の文書（1914年１月29日），Part 3,Box 123,

File 472-3C:Salaries (1).

ハグレー資料：コールマン・デュポン発，タトナ

ル副社長宛の依頼状（1914年１月29日），Part 3,

Box 123,File 472-3C:Salaries (2).

ハグレー資料：J・A・ハスケル副社長発，コール

マン・デュポン社長宛の社内文書（1914年４月17

日），Part 3,Box 123,File 472-3C:Salaries (2).

ハグレー資料：コールマン・デュポン発，ゲーリー

社長宛の依頼状（1914年４月15日），Part 3, Box
 

123,File 472-3C:Salaries (2).

ハグレー資料：ゲーリー社長発，コールマン・デュ

ポン宛の返書（1914年４月16日），Part 3,Box 123,

File 472-3C:Salaries (2).

ハグレー資料：コールマン・デュポン発，ゲーリー

社長宛の依頼状（1914年５月26日），Part 3, Box
 

123,File 472-3C:Salaries (2).

ハグレー資料：コールマン・デュポン発，シュワ

ブ会長宛の依頼状（1914年４月22日），Part 3,Box
 

123,File 472-3C:Salaries (2).

ハグレー資料：グレイス社長発，コールマン・デュ

ポン宛の返書（1914年４月16日），Part 3,Box 123,

File 472-3C:Salaries (2).

ハグレー資料：コールマン・デュポン発，ギャラ

ハー宛の依頼状（1914年４月22日），Part 3, Box
 

123,File 472-3C:Salaries (2).

ハグレー資料：サラリー・コントロール・スキー

ム，Part 3,Box 123,File 472-3C:Salaries (2).

在位年数と熟練に必要な年数，成熟度の３者の間

には次の関係があるものと考えた。在位年数の平

均÷熟練に必要な年数×100＝成熟度の平均

『世界大百科事典』（平凡社，1988年）によれば，

ジアゾ式複写機の発明は1920年であり，それ以前に

存在した複写機は青写真機のみである。

L.H.& P.は，原資料も頭文字だけの表示となっ

ており，詳細は不明である。1916年の会社組織図か

ら判断すれば，H.と P.は，デュポン本社に隣接し

て設置されていた子会社のデュポン・ホテル（Hotel
 

Du Pont）と劇場（Playhouse Co.）だと思われる。
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L.は，同年の組織図からも推測できない。

ハスケルが表１，表２を作成したのは1914年５月

であるが，彼は６月19日においてもゼネラル・エレ

クトリック社，USスティール社，ハーキュリーズ社

などかからのサラリー・データの到着を待っていた。

つまり６月時点でもまだサラリー・コントロール・

スキームは完成していなかった。ハグレー資料：J・

A・ハスケル発，コールマン・デュポン社長宛の社内

文書（1914年６月19日），Part 3,Box 123,File 472-

3C:Salaries (2).

ハグレー資料：J・A・ハスケル発，コールマン・

デュポン社長宛の社内文書（1914年６月19日），

Part 3,Box 123,File 472-3C:Salaries (2).

1911年と1914年の組織改革によって経営委員会

メンバーが部門長を兼ねることはなくなった（前掲

小澤『デュポン経営史』163-168頁）とはいえ，全社

的な政策決定に最大の責任を負う立場にある彼らが

人事問題にかかりきりになることができないのは明

らかである。
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